
第 ５６ 号議案 

     

国立市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する

条例の一部を改正する条例案 

 

上記の議案を提出する。 

      

令和 ７ 年 ８ 月 ２９ 日 

 

       

提出者  国 立 市 長    濵 﨑 真 也 

 

 

（説 明） 国立市こどもの医療費の助成に関する条例の一部改正及び行政

手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律等の一部改正に伴い、規定の整理を行うとともに、自治体シ

ステムの標準化等に伴い、番号利用事務の追加等を行うため、条

例の一部を改正するものである。 

 

     

国立市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する

条例の一部を改正する条例案 

 

第１条 国立市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条

例（平成２７年１２月国立市条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中７の項を削り、６の項を７の項とし、１の項から５の項まで

を１項ずつ繰り下げ、同表に１の項として次の１項を加える。 

１ 市長 国立市国民健康保険条例（昭和３４年４月国立市条例



第１２号）による結核・精神医療給付金の支給に関す

る事務であって規則で定めるもの 

別表第１に次の１項を加える。 

１１ 市長 住登外者宛名番号管理機能（住民基本台帳法（昭和

４２年法律第８１号）により市が備える住民基本台帳

に記録されていない者であって、市が管理する必要が

あるもの（以下「住登外者」という。）について、当

該住登外者を特定するための番号を付し、管理するた

めの機能をいう。以下同じ。）による住登外者の情報

の管理に関する事務であって規則で定めるもの 

別表第２の１の項特定個人情報の欄中「生活保護法」を「「生活に困窮

する外国人に対する生活保護の措置について」（昭和２９年５月８日付け

社発第３８２号厚生省社会局長通知。以下「昭和２９年社発第３８２号通

知」という。）に基づき、外国人（日本の国籍を有しない者をいう。以下

同じ。）であって生活に困窮する者に対して、生活保護法（昭和２５年法

律第１４４号）」に改め、「生活に困窮する外国人に対する」を削り、同

表の２の項特定個人情報の欄第２号を次のように改める。 

(２) 住登外者宛名番号管理機能による住登外者に関する情報（以下

「住登外者宛名関係情報」という。）であって規則で定めるもの 

別表第２中２１の項を２４の項とし、２０の項を２３の項とし、１９の

項を２２の項とし、１８の項を削り、１７の項を１９の項とし、同項の次

に次の２項を加える。 

２０ 市長 昭和２９年社発第３８２

号通知に基づき、外国人

であって生活に困窮する

者に対して、生活保護法

に準じて実施する保護の

決定及び実施又は徴収金

の徴収に関する事務（以

下「外国人生活保護関係

(１) 国立市児童育成手

当条例による児童育成

手当の支給に関する情

報（以下「児童育成手

当 関 係 情 報 」 と い

う。）であって規則で

定めるもの 

(２) 住登外者宛名関係



事務」という。）であっ

て規則で定めるもの 

情報であって規則で定

めるもの 

２１ 市長 昭和２９年社発第３８２

号通知に基づき、外国人

であって生活に困窮する

者に対して、生活保護法

に準じて実施する就労自

立給付金又は進学・就職

準備給付金の支給に関す

る事務であって規則で定

めるもの 

住登外者宛名関係情報で

あって規則で定めるもの 

別表第２中１６の項を１８の項とし、同表の１５の項特定個人情報の欄

第４号中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」の次に「（平成６年

法律第３０号）」を加え、同項を１７の項とし、１４の項特定個人情報の

欄に次の１号を加える。 

(７) 住登外者宛名関係情報であって規則で定めるもの 

別表第２中１４の項を１６の項とし、１３の項特定個人情報の欄第１号

中「（昭和３３年法律第１９２号）」を削り、同欄に次の１号を加える。 

(７) 住登外者宛名関係情報であって規則で定めるもの 

別表第２中１３の項を１５の項とし、同表の１２の項特定個人情報の欄

第２号中「地方税法その他の地方税に関する法律に基づく条例の規定によ

り算定した税額又はその算定の基礎となる事項に関する情報（以下「」及

び「」という。）」を削り、同欄に次の１号を加える。 

(３) 住登外者宛名関係情報であって規則で定めるもの 

別表第２中１２の項を１４の項とし、１１の項を削り、１０の項を１２

の項とし、同項の次に次の１項を加える。 

１３ 市長 

 

国立市国民健康保険条例

による結核・精神医療給

付金の支給に関する事務

地方税法その他の地方税

に関する法律に基づく条

例の規定により算定した



であって規則で定めるも

の 

税額又はその算定の基礎

となる事項に関する情報

（ 以 下 「 地 方 税 関 係 情

報」という。）であって

規則で定めるもの 

別表第２中９の項を１１の項とし、６の項から８の項までを削り、５の

項を８の項とし、同項の次に次の２項を加える。 

９ 市長 母子及び父子並びに寡婦

福祉法（昭和３９年法律

第１２９号）による償還

未済額の免除又は資金の

貸付けに関する事務であ

って規則で定めるもの 

住登外者宛名関係情報で

あって規則で定めるもの 

１０ 市長 児童手当法（昭和４６年

法律第７３号）による児

童手当又は子ども・子育

て支援法等の一部を改正

する法律（令和６年法律

第４７号）附則第１３条

第１項の規定によりなお

従前の例によることとさ

れる同法第１２条の規定

による改正前の児童手当

法附則第２条第１項の給

付の支給に関する事務で

あって規則で定めるもの 

住登外者宛名関係情報で

あって規則で定めるもの 

別表第２中４の項を７の項とし、３の項特定個人情報の欄を次のように

改める。 

(１) 外国人生活保護関係情報であって規則で定めるもの 

(２) 住登外者宛名関係情報であって規則で定めるもの 



別表第２中３の項を４の項とし、同項の次に次の２項を加える。 

５ 市長 国民健康保険法（昭和３３

年法律第１９２号）によ

る保険給付の支給に関す

る事務であって規則で定

めるもの 

住登外者宛名関係情報で

あって規則で定めるもの 

６ 市長 児童扶養手当法（昭和３６

年法律第２３８号）によ

る児童扶養手当の支給に

関する事務であって規則

で定めるもの 

住登外者宛名関係情報で

あって規則で定めるもの 

別表第２中２の項の次に次の１項を加える。 

３ 市長 生活保護法による就労自

立給付金又は進学・就職

準備給付金の支給に関す

る事務であって規則で定

めるもの 

住登外者宛名関係情報で

あって規則で定めるもの 

別表第２に次の１項を加える。 

２５ 市長 住登外者宛名番号管理機

能による住登外者の情報

の管理に関する事務であ

って規則で定めるもの 

(１) 医療保険給付関係

情報であって規則で定

めるもの 

(２) 生活保護関係情報

であって規則で定める

もの 

(３) 地方税関係情報で

あって規則で定めるも

の 

(４) 児童扶養手当法に

よる児童扶養手当の支



給に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

(５) 母子及び父子並び

に寡婦福祉法による資

金の貸付けに関する情

報であって規則で定め

るもの 

(６) 児童手当法による

児童手当の支給に関す

る情報であって規則で

定めるもの 

(７) 児童育成手当関係

情報であって規則で定

めるもの 

(８) ひとり親家庭等医

療費助成関係情報であ

って規則で定めるもの 

(９) こども医療費助成

関係情報であって規則

で定めるもの 

(10) 外国人生活保護関

係情報であって規則で

定めるもの 

別表第３の３の項事務の欄中「生活保護法に準じて実施する生活に困窮

する外国人に対する生活保護の措置」を「外国人生活保護関係事務」に改

める。 

第２条 国立市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条

例の一部を次のように改正する。 

別表第２の１６の項特定個人情報の欄中第３号を削り、第４号を第３号

とし、第５号から第７号までを１号ずつ繰り上げる。 



 

付 則 
 

１ この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和７年１０

月１日から施行する。 

２ 第２条の規定による改正後の国立市行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個

人情報の提供に関する条例の規定は、同条の規定の施行の日以後における

療養に係るこどもの医療費の助成について適用し、同日前に行われた療養

に係るこどもの医療費の助成については、なお従前の例による。 


